
市長マニフェストの達成状況

１．産業支援“ものづくりの復権”

（１）企業支援

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

①誘致企業等を含め市内企業との連
携を進め、新たな関係を構築しま
す。

2-2-3❶3
進出企業と市内企業と
の協業支援
企業誘致事業

・企業立地促進奨励金を助成しました。
・企業訪問及び全国規模の展示会での産業
団地及び立地支援策などのＰＲを行いまし
た。
・産業用地などの情報収集、情報提供を行
いました。
・進出企業と市内企業との協業支援とし
て、各企業からの相談を受け、技術面で
マッチングできそうな企業を仲介しまし
た。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・進出企業と市内企業の協業を拡大するた
め、市内企業を対象とした、マッチングイ
ベントを開催します。

B
企業誘致課

－

・ふるさと寄附金謝礼品募集リーフレット
を作成し、窓口や市ホームページなどで周
知しました。また、包括連携協定を締結し
ている金融機関に取引先事業者への配布を
依頼しました。
・結果として、令和３年度の新規謝礼品登
録数は６５件となりました。

・関係機関に募集リーフレットの配布を依
頼しつつ、積極的に市内事業者を訪問して
制度説明をするなどして、謝礼品の登録を
推進していきます。
・新たなポータルサイトを追加します。

A 企画調整課

2-2-2❷2
技術開発や製品開発へ
の支援
中小企業経営基盤強化
事業

・国及び県の指定を受けた伝統的工芸品や
伝統工芸士の情報を市ホームページに掲載
して広くＰＲを行っています。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｂ 商工労働課

－

・市内企業の福利厚生の一環として、従業
員に市内で作られた製品（食品など）を贈
呈する事業があり、製品の一覧を作成しカ
タログとして提供しました。
・ふるさと納税の対象商品として可能性の
ある製品を製造する企業にふるさと納税の
制度を個別に周知しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

B 企業誘致課

③コロナ対策としての事業者支援を
様々な手法で行います（ＧｏＴｏ商
店街など）

2-2-2❶2
商店街イベントへの支
援
商店街の活性化促進事
業

コロナ対応経済対策事業として、以下の事
業を実施しました。
・緊急支援助成金事業
・事業継続支援金事業
・雇用対策事業
・愛郷ぐんま協力券事業
・コロナ対策認定店応援金事業
・コロナ対策認定店支援チケット発行事業
・事業者支援給付金事業
・ワクチン接種者等割引協力店交付金事業

・コロナ対策認定店支援チケット発行事業
を実施します。
・国や県の動向及び施策に注視しながら、
市内経済団体の声やコロナ感染症の状況を
考慮した上で、事業者支援に取り組みま
す。

Ｂ 商工労働課

②企業の持つ技術や商品に関する表
彰制度やふるさと融資の返礼品への
採用など、ＰＲ活動を進めます

＜実施状況＞

A：達成（進捗率100％）

B：おおむね達成（進捗率75％程度）

C：一部達成（進捗率50％程度）

D：検討・準備中（進捗率25％程度）

E：未着手（進捗率0％）

1



マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

－

・ＳＤＧｓに係る取組について情報収集を
行いました。
・ＳＤＧｓに関する研修を受講し、理解を
深めました。

・ＳＤＧｓの考え方や取組例について、広
報や啓発を図ります。
・職員課と共同で研修会を開催します。

D 企画調整課

－
・事業者のＳＤＧｓの経営戦略への活用方
法を検討する中で、県と連携し事業化に向
けた準備を進めました。

・持続可能な経営を戦略として取り入れる
企業の取組を支援するため、県と連携して
ＳＤＧｓコーチングプログラム事業を新た
に実施します。

Ｄ 商工労働課

⑤ものつくりの街として様々な業種
間のマッチングによる商品開発の試
みを支援します

2-2-2❷2
技術開発や製品開発へ
の支援
中小企業経営基盤強化
事業

・ぐんま技術革新チャレンジ補助金及、
ＤＸ技術革新事業費補助金及び産業技術セ
ンター共同研究費補助金を交付しました。

・開発意欲の高い事業者のニーズに対応す
るため、令和３年度までの取組を引き続き
実施します。

Ｂ 商工労働課

⑥次のステップに向けた事業承継に
ついて実効性のある支援を行います

2-2-2❷2
技術開発や製品開発へ
の支援
中小企業経営基盤強化
事業

・小規模事業者への支援のあり方を検討す
る中で、事業承継についての支援を検討し
ました。

・市内で事業を営む小規模事業者の業務改
善や生産性向上による経営強化、事業承継
などにかかる経費の一部を助成します。

C 商工労働課

⑦起業される方や基幹企業の新しい
チャレンジを応援する体制を作りま
す

2-2-2❶1
起業しやすい環境の整
備
商店街の活性化促進事
業

・創業促進サポート補助金を交付しまし
た。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・市内で事業を営む小規模事業者の業務改
善や生産性向上による経営強化、事業承継
などにかかる経費の一部を助成します。

Ｂ 商工労働課

（２）観光交流

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

2-2-3❶1
立地支援策のＰＲ
企業誘致事業

・市内の企業に、産業観光について説明
し、工場見学の可否について意見を伺いま
した。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

B 企業誘致課

－ －

・Ｍａｄｅ ｉｎ いせさきに関連する企業
に産業観光に関するアンケートを実施し、
各企業の工場見学等産業観光に対する現状
を把握しました。

・令和３年度のアンケートを基に産業観光
事業の実施に向けて各企業との調整を図り
ます。

Ｄ 文化観光課

②観光物産部門に専門性のある職員
の育成配置とＤＭＯ導入可能性を検
討します

2-2-4❷3
本市の魅力を生かした
積極的な観光情報の発
信
観光客誘致推進事業

－
・他市などの先進事例の調査研究を進めま
す。

E 文化観光課

④国際標準であるＳＤＧｓへの取組
を支援します

①工業団地内への集客機能など、産
業観光のあり方について研究します
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

－

・市内ショッピングモール、ＪＲ伊勢崎
駅、駅前インフォメーションセンター、本
庁舎の計４箇所にショーケースを設置し、
Ｍａｄｅ　ｉｎ　いせさき製品の展示を行
いました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・市内ショッピングモールで市内産の工業
製品をＰＲする「Ｍａｄｅ　ｉｎ　いせさ
き製品展示会」を開催します。

B 企業誘致課

2-2-1❷1
ブランド化の推進と流
通の拡大
地元農産物等普及促進
事業

・地産地消推進の店と連携し、ブランド野
菜を活用したフェアを実施しました。
・さらに市内スーパー、ＪＡ直売所の協力
のもと、ブランド野菜の販売を行いまし
た。
・学校給食への地場産農産物の利用拡大に
向けた支援を行いました。

・ブランド野菜を販売する店数を令和3年
度の28店舗から令和4年度は35店舗以上
増加するよう進めて行きます。
また、学校給食への地場産農産物の利用拡
大については健康給食課と更に連携し、推
進します。

B 農政課

（３）労働力確保対策

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

2-2-3❸1
雇用調整助成金制度の
拡充　勤労者福祉の充
実事業

・令和３年度に雇用調整助成金の交付対象
を拡充しました。
・雇用調整助成金を交付しました

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｂ 商工労働課

重点P　定住促進事業

・本市への移住希望者に対し、ぐんま暮ら
し支援センター（有楽町）と連携したリ
モート移住相談を実施しました。
・本市の魅力発信として、市ホームページ
を更新するとともに移住者向け小冊子「い
せさきぐらし」を市内不動産業者に配布し
ました。
・令和元年７月から国・県と連携し、移住
支援事業補助金を実施しました。令和３年
度は県要綱の改正に伴い、補助金の対象要
件を拡充しました。
・本市への移住状況の確認と移住支援事業
周知のため、市民課協力のもと、１１月か
ら転出入アンケートを開始しました。
・定住環境整備の進行管理を実施しまし
た。

・令和３年度までの取組を引き続き実施す
るとともに、助成基準の緩和のため、移住
後の要件として関係人口を追加します。

B 企画調整課

－ －

・企業立地促進奨励金交付要綱に基づき、
当該工場の操業後に、市内在住者が新たに
常時雇用された場合又は既に当該企業で常
時雇用されていた者が市内に転入した場合
に、その従業員数に一定額を乗じた奨励金
を雇用促進分として上乗せして交付するこ
とにより、定住促進を図りました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ａ
企業誘致課

③農産物・工業製品のブランド力向
上を支援します

①市内事業者で働く方々の定住促進
に向けた施策の充実を図ります
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

－
・ハローワークと連携して外国人労働者を
雇用する事業者を対象に、雇用に関する適
正な手続きについて周知しました。

・引き続きハローワークと連携し就労など
の支援に努めます。

Ｂ 商工労働課

5-1-4❶2
外国人住民が地域づく
りに参加できる仕組み
づくり
多文化共生社会形成事
業

・外国人住民を対象に、地域での生活に必
要な様々な様々なルールについての理解を
図るため、生活オリエンテーションを行い
ました。
・多言語による外国人総合相談窓口を実施
し、相談内容に応じてハローワークや労働
基準監督署などを案内しました。
・１６歳以上の外国人住民を対象に「生活
は言葉から」を基本に、日本語及び生活
ルールを学ぶための教室を開催しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・外国人総合相談窓口の相談員を増員し、
利便性の向上を図ります。
・日本語ボランティア講師の将来的な不足
が懸念されることから、新たな人材を育成
するため養成講座を開催します。

Ａ 国際課

1-2-4❶3
就労支援の促進
指定管理施設管理運営
事業

・障害者の就労サービスは県の管轄のた
め、問題等が生じた際には、県の関係部署
から方針などの情報収集に努め、市として
何ができるか、対応策の検討を行いまし
た。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

D 障害福祉課

1-2-3❶1
就労支援の充実
シルバー人材センター
補助事業

・伊勢崎市シルバー人材センター事業費補
助金を交付しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｂ 高齢政策課

－ －
・群馬県シニア就業支援センターの出張相
談を実施しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｂ 商工労働課

（４）農業振興

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

①農政部を新設し、経済部にある農
業関係課を移すとともに水・土地の
対策を総合的に所管します

5-2-1❷1
職員定員の適正化と組
織機構の適切な見直し
定員管理・組織適正化
事業

－

・令和３年度の組織機構改正により、経済
部を分割し農政部、産業経済部としまし
た。
・水対策については、建設部土木課を中心
とし、治水を含めた今後の水に係る総合対
策の方向性などについて協議しました。
・土地の対策については、都市計画課が所
管する土地利用意見調整会議を活用し、協
議しました。

・水・土地の対策について、今後も引き続
き協議を進めていきます。

B 事務管理課

②単一品目で生産性を上げることが
難しい第一次産業の高次化や複合化
に向けた取組を支援します

－ －

・小松菜や下植木ネギを生産する農業者と
市内の餃子製造業者が連携し、地場産野菜
を活用した冷凍餃子づくりへの取組を支援
しました。

・令和３年度までの取組に加え、餃子以外
の加工についても研究します。

B 農政課

②外国人の社会との関わりの形成及
び就労と人材育成を支援するととも
に労働環境の改善・整備を進めます

③障害者や高齢者が活躍できる労働
環境の整備を支援します
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

③農産物のブランド化に取り組んで
いる「農＆食」戦略会議等、様々な
主体との連携を強化します

2-2-1❸3
農業まつり、郷土料理
体験などを通じた「食
と農」への理解の促進
地元農産物等普及促進
事業

・ブランド野菜を活用したフェアや市内
スーパー、ＪＡ直売所でブランド野菜を販
売したほか、市外でもＰＲ販売を行いまし
た。

・市内でイベントを企画する団体等と連携
し、ブランド野菜の収穫体験や料理教室、
ＰＲ販売等を行います。

C 農政課

－
・群馬県障害者施設等共同受注窓口から、
四半期毎に受注実績状況の提供を受け、障
害福祉施設と情報共有を行いました。

・令和３年度までの取り組みに加え、農政
課と情報共有を行い障害者施設へ提供する
情報量を増やすとともに、関係機関との連
携を図ります。

D 障害福祉課

－ －
・ＪＡの農福連携窓口と連携し、情報提供
に取り組みました。

・障害福祉課と農政課で情報共有し、農福
連携窓口をはじめ関係機関との連携を進め
ます。

D 農政課

⑤老朽化の進む農業用施設の維持管
理補修について早急に取り組みます

2-2-1❶3
土地改良事業によるほ
場整備
土地改良施設維持適正
化事業
農村総合整備事業
農業水路等長寿命化・
防災減災事業

・農業用水を安定供給するために早川岡ノ
前堰の整備補修工事を実施しました。
・老朽化した水路の改修や水路の新設工事
及び舗装の新設工事を実施しました。

・令和３年度までの事業を引続き実施しま
す。
・一級河川粕川に設置されている老朽化し
た堰の整備補修は、群馬県と協議し事業実
施に向けて進めていきます。

B 農村整備課

⑥ＣＳＦ対策を始め感染症対策への
取り組みを支援します

－ －

・市内での豚熱発生を想定し、県と市（農
政課）が連携し防疫訓練を実施しました。
・周辺市町村で豚熱が発生した時には、市
内養豚農家に対し、消石灰、消毒液などを
配布しました。
・市民向けに市ホームページや情報メール
で注意喚起を行いました。

・他市町村の事例を参考にしつつ、緊急招
集訓練や養豚場の状況調査を行います。
・豚熱以外の感染症についても関係機関と
連携し、発生時には速やかに対応します。

B 農政課

⑦地域の特性を活かした施設園芸へ
の支援を進めます

－ －
・施設園芸農業者に県単事業を活用し、パ
イプハウス３５棟の設置に対し支援しまし
た。

・施設園芸農業者からの要望を確認のう
え、採択要件にあう国庫事業や県単事業の
活用を進めます。
・施設園芸農業者が燃油価格高騰の影響を
受けているため、A重油の購入数量1リッ
トル当たり2円を助成しました。
・また、国の施設園芸セーフティネット構
築事業に加入する農業者の積立金相当額の
一部に助成を行い、加入促進を図りまし
た。購入予定数量1リットル当たり、A重
油は６円、灯油は８円を乗じた金額を助成
しました。

B 農政課

④農業と障害者のマッチングを図
り、実効性のある農福連携に取り組
みます
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２．子育て・教育環境の充実

（１）時代に合わせた子育て支援

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

1-2-1❷2　保育サー
ビスの充実
特別保育事業

・多様化する子育てニーズに応じた、保育
サービス（一時預かり、延長保育、地域子
育て支援拠点など）を実施しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｂ こども保育課

4-1-1❸3　地域の実
態や保護者のニーズを
踏まえた子育て支援の
充実　ふたばすくすく
プラン推進事業

・保護者のニーズに応じた子育て支援と地
域の教育力を生かした体験活動などを中心
とした「ふたばすくすくプラン」を推進
し、各幼稚園で幼児の遊び場や保護者の情
報交換、悩み相談の場を提供したり、地域
の様々な人との交流や自然体験、生活体
験を行う等、幼稚園、保護者、地域が一体
となった幼児教育の充実に努めました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A 学校教育課

②病児保育、病後児保育への対応を
行います

1-2-1❷2　保育サー
ビスの充実
特別保育事業

・病児保育（体調不良児対応型）は私立保
育施設７カ所で、また、病後児保育は私立
７カ所に加え公立保育所１カ所で実施しま
した。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A こども保育課

1-1-1❷1　妊娠出産
支援の充実
妊娠支援事業

1-1-1❷1　妊娠出産
支援の充実
不育症治療助成事業

④子育て世代包括支援センターの施
設整備を図ります

1-1-1❷1　妊娠出産
支援の充実
子育て世代包括支援セ
ンター運営事業

・妊産婦と子どもを対象に妊娠、出産、子
育てに関する相談に応じ、必要な情報を提
供しました。
・産後ケアの宿泊型追加や妊産婦相談の開
始など事業を拡充しました。
・医療機関や群馬県助産師会との連携体制
を整備しました。
・（仮称）新保健センター・子育て世代包
括支援センター建設基本計画を策定し、基
本設計を実施しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・新保健センター建設に向けて検討し、妊
娠、出産、子育て期にわたる切れ目ない支
援の拡充を図ります。

B 健康づくり課

1-2-1❷1　保育施
設・体制の整備
公立保育施設管理運営
事業

・乳幼児期からの子どもを長時間保育して
いる公立保育所の安心で安全な保育環境づ
くりを推進するため施設改修を行いまし
た。
・多様化する入所児童や保護者への対応、
また将来的な保育の需給調整なども視野に
公立保育所の適正な運営に努めました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・引き続き民間保育施設と協働しながら、
本市の保育体制のさらなる充実を図りま
す。

Ｂ こども保育課

－ －

・これまでに市立幼稚園の３年保育などに
関する検討会議を４回開催し、在り方につ
いての提言を受け、庁内において検討を進
めました。

・令和４年度以降も、適正な教育環境を提
供できるよう、幼稚園の在り方について検
討を進めていきます。

D 教育部総務課

⑤公立保育園・幼稚園の在り方を検
討します

・夫婦の申請に基づき、不妊治療及び不育
治療に要した医療費の自己負担分の1／2
（不妊：上限１０万円、不育：上限２０万
円）を助成しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A 健康づくり課

①時代の変化に合わせて、保育や幼
児教育のあり方を検討してゆきます

③不妊治療・不育治療への助成充実
を図ります
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

－ －

・子ども家庭相談支援センターでは、面談
をはじめ電話、メールにおいて児童相談に
応じており、教育委員会と連携を図りまし
た。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A 子育て支援課

4-1-1❸2　幼稚園・
保育所・認定こども
園・小学校の連携の充
実
ふたばすくすくプラン
推進事業

・就学前教育の指導の方向性を共有し、円
滑な小学校教育との連携のために、学校や
幼稚園、保育所、保育園、認定こども園の
教職員等の参加を募り、指導方法の工夫改
善や充実をテーマに幼保こ・小連携研修講
座や情報交換会を行いました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A 学校教育課

（２）保育士の確保対策

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

－ －

・会計年度任用職員の保育士、幼稚園教
諭、放課後児童クラブ支援員の処遇改善と
して、報酬額を通常号給よりも４号給加算
して支給しました（令和４年３月から実
施）。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A 職員課

－ －
・高等職業訓練促進給付金を支給しまし
た。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A 子育て支援課

－ －

・保育士資格を持ち現在保育施設に就業さ
れていない方の再就職支援策の検討を行い
ました。
・保育士求人情報を学生などに提供するた
めの検討を、群馬県福祉マンパワーセン
ターと行いました。

・就職支援相談窓口をこども保育課に開設
し、保育士体験や就職相談の受付を開始し
ます。
・私立の求人情報は、群馬県福祉マンパ
ワーセンターを紹介し情報提供、また就職
相談会を後援します。

C こども保育課

1-2-1❷1　保育施
設・体制の整備
民間保育所施設整備事
業

1-2-1❷1　保育施
設・体制の整備
公立保育施設管理運営
事業

1-2-1❷1　保育施
設・体制の整備
公立保育所耐震化事業

③余裕のある職員配置を可能とする
加配加算を検討します

1-2-1❷1　保育施
設・体制の整備
民間保育施設保育士加
配支援事業

・年度途中の入所枠を確保するため、保育
士を加配した民間保育施設に対し補助金を
交付しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ａ こども保育課

・民間保育施設などでの児童受け入れ枠の
拡大、保育環境の充実及びサービスの向上
を図るため、施設整備を行う法人に対して
補助を行いました。
・公立保育所においては、安心で安全な保
育環境の確保のため、緊急性なども考慮
し、施設改修を実施するとともに、第四保
育所における耐震補強の設計業務委託を実
施しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・第四保育所耐震補強改修工事を実施しま
す。

Ａ こども保育課

⑥児童福祉部門と教育部門の連携を
強化します

②待機児童が発生しないよう、施設
整備の充実を図ります

①保育士を目指す方々への就学支援
等、保育人材の確保対策を進めます
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（３）子どもの貧困対策

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

－
・貧困の連鎖を解消するため、生活保護世
帯及び生活困窮世帯の子どもを対象に学習
支援事業を行いました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

B 社会福祉課

－
・子ども家庭相談支援センターにおいて、
貧困に関する相談案件があった場合には、
関係部署と連携を図り対応しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A 子育て支援課

－

・経済的理由により就学させることが困難
な家庭（生活保護家庭に準ずる程度の家
庭）に学校教育に必要な費用の援助を行い
ました。
・新型コロナウイルスの影響により、家計
が急変した場合、急変後の家計状況などを
勘案し、就学費援助の可否の審査を行いま
した。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A 学校教育課

（４）教育環境の整備

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

―

・生徒だけでなく、地域が誇れる学校にな
り、先進的な教育を市全体の学校教育に生
かし、地域へも貢献していくことを目指
し、先進的な教育を市内の小中学校へ波及
していくとともに、小学生の進路の選択肢
を拡大し、海外大学などへの進学システム
の構築と支援に取り組みました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A 学校教育課

4-1-3❸1　先進的な
教育の市内小中学校へ
の波及
地域全体の学校教育へ
の貢献事業

・四ツ葉学園中等教育学校の大学や企業と
の連携を計画的、継続的に実施している先
進的なキャリア教育及びグローバル教育
を、市内小中学校や高等学校と共有しまし
た。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A
四ツ葉学園中等
教育学校

－ － －
・図書館の施設整備に合わせ、美術品展示
及び保管施設の設置について調査研究して
いきます。

Ｅ 文化観光課

－ －

・図書館の新たな施設整備が示されたタイ
ミングで、関係する他課などと連絡調整を
図りながら施設整備に取り組みます。
・新たな図書館においても引き続き文化財
等の展示スペースを確保します。

Ｅ 図書館課

－ －
・図書館展示室での文化財展示やパネル展
などを不定期で実施しています。

・図書館の施設整備に合わせ、文化財の展
示なども検討していきます。

D 文化財保護課

①各部局間の連携で、実効性のある
子どもの貧困対策を図ります

①四ツ葉中等教育学校の成果を市内
の小中学校や高等学校に広め「教育
のまち」伊勢崎を目指します

②図書館の施設整備に合わせ、文化
財や美術品等の展示施設、公共的な
役割を持つ複合施設の整備に取り組
みます
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

4-2-1❶1　「１行政
区１楽習」の推進　地
域生涯学習推進事業

4-2-1❶2　学校・家
庭・地域が協働する公
民館活動の拡充　地域
生涯学習推進事業

・市内大学との連携による市民を対象とし
た、公開講座の計画・準備をしましたが、
新型コロナウイルス感染症の影響により実
施できませんでした。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｃ 生涯学習課

・連携している市内高等教育機関の開催す
るセミナー及び公開講座を後援しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｂ 企画調整課

5-1-4❶4　日本人住
民、外国人住民が共に
言語、文化、習慣を学
ぶ機会の充実
多文化共生社会形成事
業

・16歳以上の外国人住民を対象に「生活
は言葉から」を基本に、日本語及び生活
ルールを学ぶための教室を開催しました。

・令和３年度までの取組を引き続き継続し
ます。
・日本語ボランティア講師の将来的な不足
が懸念されることから、新たな人材を育成
するため養成講座を開催します。

Ａ 国際課

－

・子ども日本語教室未来塾と委託契約を締
結することにより、市内小中学校に在籍す
る外国籍児童生徒などが円滑に教育環境に
適応できるよう、日本語の習得や教科学習
を支援しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ａ 教育部総務課

－

・日本人住民と外国人住民が、文化、習
慣、価値観の違いを理解し共に地域を支え
合う多文化共生社会の構築を目指し、外国
人相談窓口や多言語による情報発信などを
通じて、外国人住民が地域社会で活躍し安
心して日常生活が送れるよう支援し、コ
ミュニケーションの円滑化を図りました。
・日本人住民と外国人住民の相互理解を図
るため、言語、文化、習慣を学ぶ事業を実
施しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

B 学校教育課

⑥外国籍の市民・県民に対する義務
教育の受け皿として群馬県と連携し
て夜間中学校の設置を検討します

－

・令和４年２月に群馬県が、県全域から通
えるよう県立として、交通の利便性が高
く、市が県との連携に前向きだとして、伊
勢崎市に令和６年度開校に向けて設置する
ことを表明しました。

－ － －

⑦手狭になっている伊勢崎特別支援
学校の施設整備を県に働きかけます

－ ― ― ― ― ―

生涯学習課

・出前講座・生涯学習支援ボランティアま
なびぃ先生を活用した、１行政区１楽習を
推進しました。
・学校・家庭・地域連携協力推進事業とし
て、地域学校協働活動を推進してきまし
た。その一つとして、公民館での事業とし
て放課後子供教室を実施しました。
・中学生、高校生、大学生や公民館に所属
するサークル会員が講師役で各種事業に参
加するなど、幅広い世代が参画し、地域で
の学びの循環が生まれる学社連携事業を推
進してきました。

・令和３年度までの事業を引き続き実施し
ます。
・公民館が主体となり、地域と学校が相互
にパートナーとして連携し協働する体制の
整備を推進します。

Ｂ

4-2-1❶4　公開講座
など大学との連携によ
る高度な学習機会の提
供
高等教育機関の知的資
源の活用事業

⑤外国籍の子供たちへの日本語教室
の充実を図ります

④地元大学との連携であらゆる世代
への生涯学習の機会を作ります

③生涯学習の一層の推進のため、学
べる環境の整備を図ります
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

4-2-4❶3
学校の情報教育機器の
整備・充実
学校教育情報化推進事
業

・児童生徒一人に一台のタブレット端末を
整備しました。
・全小中学校及び四ツ葉学園（前期・後
期）の全ての普通教室に電子黒板を整備し
ました。

・インターネット接続回線の増設を行い、
インターネット接続環境をさらに改善し、
快適な学習環境を整備します。

B 教育施設課

－

・「いせさきＧＩＧＡＡＬスクール構想」
に基づき、教育研究所ＩＣＴ活用研究班の
実践研究の普及や実技研修会などを通し
て、児童生徒が情報活用能力を育みなが
ら、主体的にタブレット端末を学習活動に
使用することができるよう、環境整備に努
めました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

B 学校教育課

⑨学校における評価は相対的評価を
考慮し、生きる力を学べる環境を整
備します

4-1-1❶1　伊勢崎市
独自の教育構想の策
定・推進
伊勢崎市教育構想推進
事業

・本市の学校教育の方向性や施策を示した
伊勢崎市教育構想を毎年度策定し、「ふる
さと伊勢崎の伝統・文化・歴史に立脚した
グローバルな広い視野と高い志をもち、よ
りよい未来を創り出す子ども」の育成を目
指して、教育活動を進めました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A 学校教育課

4-2-5❶1　1市民1ス
ポーツの推進
生涯スポーツ普及促進
事業

・伊勢崎シティマラソン、市民総合スポー
ツ大会、地域交流大会とも新型コロナウイ
ルス感染症への対策を施し、コロナ禍での
新たな形のスポーツイベントとして開催し
ました。
・スポーツ協会ホームページをリニューア
ルしました。

・令和３年度に引き続き、市民レクリエー
ションスポーツ祭、伊勢崎シティマラソン
などを開催します。
・スポーツ教室に新種目を追加します。
（ブレイクダンス、スケートボード）
※各行事・教室についてはコロナ対策によ
り、規模を縮小し開催予定です。

B スポーツ振興課

－

・市立幼稚園から「絵本大好き」「運動大
好き」の園児の育成に努めました。
・小学校・中学校においても、楽しみなが
ら体を動かすことのできる授業の充実に努
めました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A 学校教育課

－
・公民館が地域団体との連携により、ス
ポーツイベントの企画・開催をしました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｂ 生涯学習課

⑩あらゆる世代におけるスポーツ振
興のための施策を推進します

⑧ＧＩＧＡスクールへの対応など
ＩＣＴ教育の充実を図ります
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３．安全安心なまちづくり、地域コミュニティのあり方検討

（１）各地域の特性に合わせたコミュニティとまちづくり

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

5-1-1❷1　地域コ
ミュニティ活動への支
援
区長会事務事業

－

5-1-1❷1　地域コ
ミュニティ活動への支
援
町内会議所建設費補助
事業

－

2-2-2❶2　商店街イ
ベントへの支援
商店街の活性化促進事
業

・商店街行事事業、中心商店街活性化推進
事業などにより商店街等の支援を行いまし
た。
・伊勢崎商工会議所、アイオー信用金庫、
まきばプロジェクトとまちなか活性化に係
る支援機関連携協定を締結し、経済活力の
向上を通じたまちなかの活性化の取組に着
手しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・まちなかの魅力向上と創業支援の取組と
して、ワークショップの開催や地域おこし
協力隊員の募集を行います。

C 商工労働課

－
・一番街フェスやパティオマルシェなど地
元商店街イベントの開催支援を行いまし
た。

・地元商店街や鉄道会社、地元住民へ賑わ
い創出に向けた周知や協力を図ります。

D 都市開発課

－

・意欲ある民間団体との連携により、公共
空間を活用した屋外マーケット事業とし
て、伊勢崎駅南口駅前広場及び大手町パ
ティオを活用した定期市「いせさき楽市」
を１１月と３月に開催しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・まちなかの魅力向上と創業支援の取組と
して、ワークショップの開催や地域おこし
協力隊員の募集を行います。

C 商工労働課

－
・市民活動団体などに対し、公共空間を利
用しやすいよう協力や支援を行いました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

D 都市開発課

④新興住宅地において新たな住民自
治組織のあり方を考え、安心安全な
地域づくりを推奨します

－ －

・新たな住民自治組織の構成単位としての
「行政区」の役員数や組織体制などの基本
的事項、活動の現状と課題、市に求める支
援などを調査項目としたアンケートを実施
し、区の状況について把握に努めました。

・構成単位である、「行政区」の状況につ
いて引き続き把握に努めつつ、アンケート
結果の分析を行い、住民自治組織のあり方
を検討します。

D 行政課

・市及び各種団体からの情報提供や、情報
の共有化を図り市政に対する要望や意見交
換を行うため、区長会役員会を１０回開催
しました。
・住民の連帯感、共同意識の醸成及び発展
を図るため、地域コミュニティの活動拠点
である町内会議所の新築、増築、改築など
に対し、補助金を交付しました。

・地域のコミュニティ形成の基盤である区
長会の組織力の強化及び円滑な運営のため
の支援を行います。
・地域コミュニティの活動拠点である町内
会議所の新築、増築、改築などに対し、補
助金を交付することで、住民の連帯感、共
同意識の醸成及び発展を図ります。
・上記の取組を進める中で、組織の見直し
について調査研究し、交付金のあり方につ
いて検討を進めます。

C 行政課
①住民組織に基づく地域自治をより
活発にするとともに交付金のあり方
を見直します

②中心市街地においてエリアマネジ
メントの考え方を導入し、商店街の
良さを活かした地域づくりを推進し
ます

③賑わいのある中心市街地を目指し
てまちづくり会社の設置とその支援
を図ります
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

⑤想定外の災害に備えるため、町区
程度の地域毎に「地区防災計画」の
策定を奨励し、自助による防災力を
高めます

3-1-1❷1　自主防災
組織などの強化
地域防災力向上事業

・地域防災計画の作成に関する基礎研修会
に参加し、職員の地区防災計画についての
知識を深めました。

・各行政区で行っている防災活動の取組に
ついて情報収集を行い、活動状況などを把
握し、指導、助言を行います。
・収集した行政区の防災活動で地域防災に
役立つものや地区防災計画策定に参考にな
る事例については、各種の訓練などを通じ
て行政区に情報提供し、地域防災力向上に
つながるよう取り組みます。

D 安心安全課

⑥ＮＰＯ団体を含め市民活動を支援
し、活動団体との連携を強化します

5-1-1❶1　市民活動
の活性化への支援
協働まちづくり推進事
業

・市民団体に「協働まちづくり事業補助
金」を交付しました。
・団体同士が集まる機会として「ボラン
ティア・市民活動団体情報交換会」を開催
しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

B 市民活動課

⑦ハザードマップ等の実効性のある
活用を図るため地域毎の説明会や訓
練を進めます

3-1-1❷2　実践的な
防災訓練の実施による
地域防災力の強化
地域防災力向上事業

・ハザードマップで示す浸水深を表示する
看板を豊受、境地区において、東京電力が
所有する電柱５０箇所に設置しました。
・県と合同でマイタイムライン講習会を実
施し、地域防災力の強化を図りました。

・令和４年度に改訂予定の総合防災マップ
（ハザードマップ）は、追加指定された中
小河川の浸水想定区域を掲載することや情
報面の内容を市民に分かりやすい形で作成
します。
・ハザードマップで示す浸水深を表示する
看板を名和地区に設置する予定です。
・ＤＩＧなどの訓練に合わせてマイタイム
ラインの内容を盛り込み実施し、水災害へ
の対応など住民の防災力向上を図っていき
ます。

B 安心安全課

⑧災害避難所のあり方を検討します
3-1-2❸3　避難所の
耐震化の推進
避難場所整備事業

・協定により㈱バカンが提供するリアルタ
イム空き情報配信プラットフォームを利用
し、災害時に避難所の混雑状況がインター
ネットで確認できる体制を構築しました。
・指定避難所となっている施設に設置して
いる避難所案内看板、一部の施設での盤面
に浸水深表示と適応災害の種類などを表示
し、分かりやす表示の見直しを行いまし
た。
・ＤＩＧ訓練において、災害種別、避難場
所、地域特性などに応じた避難所までの経
路や危険箇所を考え、それぞれの状況に応
じた対応ができるよう住民に周知や啓発を
行いました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

B 安心安全課

⑨ 国土強靭化地域計画を策定します － ―
・令和４年３月に計画の策定を完了しまし
た。

・計画の冊子及び概要版を印刷し、関係各
所に配布することや進行状況の管理を行っ
ていきます。

A 安心安全課

⑩微小気象の観測器等、ＩＴを活用
した災害情報の提供を進めます

3-1-1❶2　情報の収
集や提供の強化
情報収集・発信事業

・微小気象の観測器等による情報提供につ
いては、観測機器を整備する必要性の有無
も含め、情報提供方法などについて検討中
です。
・災害が発生した際に、関係機関や民間気
象予報会社から防災情報の収集を行い、
ＩＴを活用し迅速な情報発信ができるよう
体制を維持しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｄ 安心安全課
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

3-1-3❷3　青色防犯
パトロール車による防
犯パトロール活動の強
化
防犯活動推進事業

・安心安全サポート事業で、民間委託によ
り、毎月２回環境浄化重点地区に指定され
た地域（本町一区、二区）を中心に、夜間
や休日に青色防犯パトロール車によるパト
ロール活動を実施しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・事業内容については、委託業者と協議
し、見直しなど検討を行っていきます。

B 安心安全課

－
・風俗店などが入るビルに立入調査を行
い、建築物の適切な利用や安全性の確保に
ついて、対策を促しました。

・建築物の適切な利用や安全性の確保につ
いて、周知活動を行います。

A 建築指導課

－

・伊勢崎駅周辺第一及び第二土地区画整理
事業の施行地区を対象区域に、地区計画に
より特定の風俗営業の用に供する建築物に
関して制限を加えました。

・地区計画による制限を引き続き維持しま
す。

A 都市計画課

４．都市計画、交通、インフラ政策

（１）都市計画区域の見直し

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

①便利な線引き（準工業地域の多用
など）による弊害を認識し、市民の
生活環境へ配慮した都市機能の誘導
を図ります

2-1-1❶1　新たな地
域地区などの指定によ
る土地利用の誘導
適正な土地利用推進事
業

・令和３年８月に都市計画マスタープラン
を改定し、将来に向けて持続可能な伊勢崎
市の将来像を示しました。

・国などの支援制度の活用、本市が実施す
る誘導施策などにより、区域内へ都市機能
増進施設の立地を誘導します。

D 都市計画課

②地域の特性と地勢にあった役割に
配慮した土地政策を推進します

2-1-1❶1　新たな地
域地区などの指定によ
る土地利用の誘導
適正な土地利用推進事
業

・令和３年８月に都市計画マスタープラン
を改定し、将来に向けて持続可能な伊勢崎
市の将来像を示しました。

・適正な土地利用の形成を図るため、用途
地域等の指定・見直しを行います。

D 都市計画課

－ －

・国道１７号沿線に流通業務施設の立地基
準を変更し、指定箇所を延伸しました。
・国道３５４号沿線に地域利便施設の立地
基準を策定し、指定箇所を新設しました。

・スプロール化現象を念頭におき、民間の
土地利用状況を見極め、適切な土地活用を
計画するため調査研究を行います。

Ｂ 建築指導課

2-1-1❶1　新たな地
域地区などの指定によ
る土地利用の誘導
適正な土地利用推進事
業

・令和３年８月に都市計画マスタープラン
を改定し、将来に向けて持続可能な伊勢崎
市の将来像を示しました。

・都市計画マスタープランに位置付けのあ
る幹線道路周辺の土地利用検討地につい
て、開発に向け調査研究します。

D 都市計画課

⑪中心市街地における風俗店への対
策を検討します

③幹線道路周辺地域の土地の有効活
用について検討します
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（２）空き家対策

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

－ －
・特定空家等指定措置による優遇除外につ
いて、空家対策担当課と意見交換しまし
た。

・税制などについて国の動向を注視してい
きます。

C 資産税課

2-1-7❶3　空き家の
利活用の推進
空家等対策推進事業

・特定空家等指定措置による優遇除外は、
税務当局と指定後の事務の意見交換をしま
した。
・第２次伊勢崎市空家等対策計画を策定し
ました。

・解体後の住宅用地特例の対象外となる土
地について、増額分への対策を検討し、利
活用推進を目指します。

Ｂ 住宅課

－ － －
・移住定住施策の一環として、移住支援補
助事業の相談者に対して、空家改修補助事
業の案内を実施します。

E 企画調整課

2-1-7❶3　空き家の
利活用の推進
空家等対策推進事業

・移住者支援空き家改修補助事業の実施に
向け、関係各課と運用面について協議しま
した。
・空き家情報バンクについて、群馬県宅地
建物不動産協会ホームページにリンク貼り
を依頼しました。
・グリーン住宅ポイント制度の情報提供を
空き家対策協力会員に向け発信しました。

・伊勢崎市移住者支援空き家改修補助金の
活用促進を図ります。
・不動産や建設関連団体に情報提供を行い
ます。
・ＳＮＳなどでの情報発信により、空き家
情報バンクの登録件数を充実させます。

B 住宅課

（３）上下水道整備

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

2-1-6❶2
計画的な水道施設の耐
震化と更新
老朽管更新事業

2-1-6❶3　配水管整
備の推進
配水管整備事業

2-1-5❶3
公共下水道処理区の再
編の検討
効率的な汚水処理推進
事業

・下水道事業計画区域内では、市街化区
域、人口密集地について下水道整備を実施
しました。併せて、下水道への接続促進を
行いました。
・計画区域外では、農業集落排水への接続
促進、市設置型浄化槽事業による転換を実
施しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｃ 下水道整備課

2-1-5❸2
浄化槽補助制度の活用
合併処理浄化槽普及推
進事業

・合併処理浄化槽設置補助金事業を実施し
ました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｃ 資源循環課

・更新時期を迎えた水道管路の更新を実施
しました。
・耐震化計画に基づき水道管路の耐震化を
実施しました。
・宅地化などの進展に伴う水需要に対応し
た配水管の整備を実施しました。
・耐震性能のある継手を有する管種を採用
したことにより、災害による破損を防ぎ、
安定した水道水を供給しています。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

B 上水道整備課
①水道事業における老朽管の敷設替
えと幹線の整備促進

②公共下水道や合併処理浄化槽の整
備を促進し、汚水処理人口普及率の
向上を目指します

①廃屋状態の空き家について、税制
の見直しや特別措置法に基づく条例
など、有効な対策を検討します

②定住対策としてリフォーム可能な
空き家の活用を図るため、不動産・
建設関連団体と連携した対策を進め
ます
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

③下水道への接続を促進するため新
たな利用料徴収制度を検討します

－

・新たな利用料徴収制度の調査研究をする
とともに、下水道への早期接続に効果的で
あると思われる現行の補助制度の見直しを
行い、補助金を増額しました。

・補助金増額による接続促進の効果を検証
し、その結果を踏まえて新たな利用料徴収
制度について検討を進めます。

C 下水道整備課

④下水道処理区域で可能なディス
ポーザーの活用を推進します

3-2-2❶2　積極的な
４Ｒの推進
ごみ減量化・再資源化
推進事業

・ディスポーザーの活用について、市広報
紙やホームページなどでの啓発を行いまし
た。
・ディスポーザー設置費用の助成を行いま
した。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

C 資源循環課

⑤冠水対策・雨水排水対策のための
下水道整備を進めます

3-1-2❶4　雨水排水
路の適切な維持管理と
整備の推進　雨水施設
整備事業

・浸水被害が多い東部第二、西川排水区に
ついて雨水幹線の整備を行いました。
・西部排水区の雨水排水施設工事の発注を
行いました。

・西部排水区の雨水排水施設工事の適切な
施工管理を行い、施設の供用を開始しま
す。
・下水道計画区域内にける浸水被害が多い
市街地などについて、緊急性の高い区域か
ら雨水幹線の整備を進めます。また、道路
整備事業などの他事業と連携を図り整備を
進めます。

Ｃ 下水道整備課

（４）公園整備

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

①環境ふれあい公園（波志江沼）周
辺整備を進めます

―
・県立障害者リハビリテーションセンター
南側県有地の新規整備についての情報収集
を行いました。

・引き続き県立障害者リハビリテーション
センター南側県有地の新規整備についての
情報収集を行います。

D 公園緑地課
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

・企業版ふるさと寄附金活用のため地域再
生計画を策定しました。
・寄附募集のチラシ作成などを行いまし
た。

・企業版ふるさと寄附金の増加を図りま
す。

A 企画調整課

・令和４年度以降の取組についての準備を
行いました。

・来園者の利便性向上、新たな来園者の増
加等を図るため、Ｐａｒｋ－ＰＦＩ制度の
活用により、カフェなどを設置するための
マーケットサウンディングを実施し、市場
性の有無の確認、民間事業者による活用の
アイデアを聴取していきます。

D 事務管理課

－ ・華蔵寺公園ＰＲ動画を制作します。 E 広報課

・伊勢崎市スポーツ推進審議会及びプール
施設あり方検討会を開催し、市民プールの
在り方について検討しました。

・華蔵寺公園共生『はな咲く。』プロジェ
クトの一環として、令和４年度以降は施設
を解体し跡地を駐車場として整備します。

C スポーツ振興課

・園路の一部を改修しました。
・トイレを洋式へ一部改修しました。
・水生植物園およびツツジの再生へ向け
て、改修設計業務委託発注のための準備を
進めました。

・引き続き園路、トイレの改修の検討を行
います。
・水生植物園改修設計業務委託において水
質改善の検討を行い、水生植物園およびツ
ツジの再生へ向けて、事業を実施します。

D 公園緑地課

2-2-4❶1　華蔵寺公
園遊園地の充実
華蔵寺公園遊園地充実
事業

・総合計画に基づき、各種遊器具の修繕を
実施したほか、定期的な探傷検査を実施し
ました。
・長期にわたり運行休止していた急流すべ
りの修繕を実施しました。
・さらなる誘客に向けて、指定管理者であ
る公共施設管理公社がイベントなどを実施
しました。

・メリーゴーランドのリニューアル修繕を
実施します。
・各種遊器具の修繕及び探傷検査などを実
施します。
・誘客に向けてイベントなどを実施しま
す。

Ｄ 文化観光課

（５）社会資本整備

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

2-1-4❶1　幹線道路
の整備推進
No114～120各事業

・用地買収及び道路改良工事などを実施
し、事業の進捗を図りました。

・令和３年度に引き続き、用地買収や道路
改良工事などを行い、安全で快適な道路環
境の創出を図ります。

C
土木課
都市計画課

2-1-4❷3　地域住民
の利便性を向上させる
道路整備
市道（伊）９－５３０
号線道路整備事業

・用地調査を実施しました。
・令和４年度から測量などを計画してお
り、安全で快適な道路環境の創出を図りま
す。

C 土木課

2-1-4❹2　通学路の
歩道整備など総合的な
安全対策の推進
No129～132各事業

・用地買収及び道路改良工事などを実施
し、事業の進捗を図りました。

・令和３年度に引き続き、道路改良工事な
どを行い、歩行者の安心安全な通行を図り
ます。

C 土木課

2-2-4❷3
本市の魅力を生かした
積極的な観光情報の発
信
華蔵寺公園共生『はな
咲く。』プロジェクト

①幹線道路の整備を促進するととも
に、周辺地域の環境整備を推進しま
す

②地域シンボル華蔵寺公園のあり方
を検討し、再整備に取り組みます

③休止している市民プールの整備を
検討します
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

2-1-4❷2　未舗装道
路の舗装整備
生活道路整備事業

・地元（区長）から道路拡幅や側溝新設な
どの要望に対して、地元調整を行い道路整
備を実施しました。

・令和３年度に引き続き、これまでの要望
や新たに提出された要望に対して、地元区
長と調整を図り、居住環境の向上に向けた
生活道路整備を進めます。

C 土木課

2-1-4❸1　老朽化し
た市道の改良や舗装修
繕などの計画的な実施
道路維持事業

・未舗装道路については市道（東）１-４
４号線などの舗装整備を行いました。
・老朽化した市道については市道（東）３
-１７０号線などの改修工事を行いまし
た。

・未舗装道路については、要望などに基づ
き現地調査を行い、整備可能な路線につい
て舗装整備を実施します。
・老朽化した市道については、路面の損傷
状況等を確認し改修工事を実施します。

C 道路維持課

2-1-4❶1　幹線道路
の整備推進
都市計画道路３・３・
３号道路改良事業（足
利線以南工区）

・道路改良工事などを実施し、事業の進捗
を図りました。
・北部環状線整備勉強会の実施や、群馬県
知事要望による桐生伊勢崎線バイパスの早
期事業化の働きかけを行いました。

・北部環状線の用地買収及び物件移転補償
を行うとともに、県とも連携を図りなが
ら、事業の促進に取り組んでいきます。

Ｃ 都市計画課

2-1-4❶1　幹線道路
の整備推進
名和幹線道路整備事業

・名和幹線道路の完成路線及び周辺道路の
利用状況、社会情勢、財政状況並びに地域
の土地利用の変化を考慮し、段階的な整備
を検討しました。

・令和５年度から測量などを計画してお
り、安全で快適な道路環境の創出を図りま
す。

D 土木課

④苗ケ島飯土井線の延伸に合わせ、
波志江スマートＩＣ周辺整備を図り
ます

－ － － － － －

⑤５０号バイパスのアクセス道路を
整備し、その利便性を活かした周辺
まちづくりを進めます

－ － － － － －

－ －
・事業実施に向け、市街地整備課と未着手
区画整理事業の見直し手法の検討などの課
題整理を行いました。

・公共交通を利用してアクセスできる駅周
辺の魅力を高めるために、様々な課題整理
を進めながら、他の都市計画道路整備計画
も含め、（都）伊勢崎駅北口線の早期事業
化に向け、検討を行います。

E 都市計画課

－ －

・伊勢崎駅北口駅前広場から華蔵寺公園に
続く、都市計画道路３・４・７号伊勢崎駅
北口線について、駅周辺第二土地区画整理
事業実施区域内の道路整備は完了済。
・次期地区については、未着手区画整理事
業の見直し手法を検討しました。

・次期地区について、引き続き関係各課と
連携を図り未着手区画整理事業の見直し検
討を進めます。

E 市街地整備課

2-1-2❷1　土地区画
整理事業の推進
伊勢崎駅周辺第一土地
区画整理事業

2-1-2❷1　土地区画
整理事業の推進
伊勢崎駅周辺第二土地
区画整理事業

市街地整備課

・国からの補助金など、市の税金以外の財
源を確保しました。
・移転困難な権利者に対し、粘り強く補償
交渉を行い移転を完了させました。
・移転完了により、埋蔵文化財調査や、道
路工事に着手し事業進捗を図りました。
・令和３年度末事業進捗率
　駅周辺第一土地区画整理事業　62.2%
　駅周辺第二土地区画整理事業　68.2%

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・国からの補助金など財源確保を検討し、
効率的、効果的に事業の進捗を図ります。

Ｃ

②生活道路の整備を進め、維持管理
補修の充実を図ります

③北部環状線・名和幹線の整備促進
と桐生線ＢＰの整備要望など、真に
必要な既存道路網の補完を行います

⑦中心市街地の再活性化のため、駅
周辺の土地区画整理事業を促進しま
す

⑥ＪＲ駅から華蔵寺公園までの道路
整備を検討するとともに、駅の更な
る活用を図ります
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

― ―

・本市及び伊勢崎織物協同組合が、中心市
街地の活性化と持続的発展を図ることを目
的として「伊勢崎市と伊勢崎織物協同組合
との基本協定」を締結しました。

・伊勢崎織物協同組合所有の土地を活用し
た中心市街地にぎわい創出拠点整備に係る
基本構想案を作成するため、庁内検討委員
会の設置とともに、有識者など等による中
心市街地にぎわい創出拠点整備に係る検討
委員会を設置し協議等を進めていきます。

D 事務管理課

－ －
・中心市街地活性化を目的とした商工会議
所などとの連携の手法について検討しま
す。

D 商工労働課

－ －
・施設整備に関する補助金調査、中心市街
地活性化基本計画との調整を行います

Ｅ 都市開発課

⑨農業振興・観光振興に資する道の
駅の設置を検討します

－ － －
・道の駅の設置に向けて、他市の例などを
参考に、調査研究を行います。

E 企画調整課　外

⑩渋滞緩和のため、ラウンドアバウ
ト交差点の設置を検討します

― ―
・市内の交通状況や道路状況を勘案したと
ころ、ラウンドアバウトに適した場所はあ
りませんでした。

・警察と情報を共有化し、適当な候補地が
ある場合、関係課への情報提供を図りま
す。

Ｅ 交通政策課

⑧商工会議所と連携した中心市街地
への施設誘致と公共施設の整備を図
ります
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（６）公共施設のあり方検討

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

5-2-1❸2
公共施設の統廃合と有
効活用
下水処理施設での汚泥
処理推進事業

・伊勢崎浄化センターとし尿、浄化槽汚泥
の共同処理を行いました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｃ 資源循環課

－ －

・各個別施設計画の進行管理を着実に推進
するため、進捗状況を把握すると共に、公
共施設マネジメント意識向上のため、職員
説明会を行いました。
また、各個別施設計画の進行管理に基づ
き、廃止となる施設の廃止後の有効活用に
ついて検討し、未利用となる土地は、自主
財源の確保のための売り払いを行いまし
た。

・国や県からの最新情報を更新しながら、
令和３年度までの取組を引き続き実施する
とともに、各個別施設計画の進行管理が着
実に実施されるよう、各所管に対し技術的
助言を行っていきます。

A 管財課

－ －

・特に老朽化が指摘され、施設の維持管理
や更新などについての課題解決が急務と
なっている施設の今後のあり方について検
討をするため、伊勢崎市スポーツ施設・高
齢福祉施設・保健施設のあり方検討委員会
を設置し、各施設の今後のあり方を検討
し、委員会としての意見をまとめ、市長に
報告しました。

－ A 企画調整課

－ －

・公共施設あり方検討委員会の意見を受け
て、４箇所の保健施設を新保健センターに
統合する方針として、建設基本計画を作成
し、基本設計を行いました。

・新保健センターの整備を進め、令和４年
度は、詳細な設計である実施設計を行いま
す。令和５～６年度に建設工事を行い、令
和７年４月の利用開始を目指します。

D 健康づくり課

－ －
・伊勢崎市スポーツ推進審議会及びプール
施設あり方検討会を開催し、市民プールの
在り方について検討しました。

・華蔵寺公園共生『はな咲く。』プロジェ
クトの一環として、令和４年度以降は、施
設を解体し跡地を駐車場として整備しま
す。

C スポーツ振興課

－ －

・伊勢崎市スポーツ施設・高齢福祉施設・
保健施設のあり方検討委員会の意見を受
け、庁内において高齢福祉施設の検討を進
めました。

・伊勢崎市スポーツ施設・高齢福祉施設・
保健施設のあり方検討委員会の意見を受
け、検討内容を踏まえ、高齢福祉施設個別
施設計画の改訂を行います。

D 高齢政策課

②新たな公共施設や新規開発におい
ては官民連携（ＰＰＰ）の考え方や
民間活力の導入（ＰＦＩ）などを検
討します

－ －

・公共施設等の整備などに多様なＰＰＰ／
ＰＦＩ手法の導入を優先的に検討するに当
たって必要な手続を定めた「伊勢崎市ＰＰ
Ｐ／ＰＦＩ手法導入優先的検討の基本方
針」を策定しました。

・左記基本方針に基づき、取組を進めてい
きます。

B 事務管理課

2-1-4❸1　老朽化し
た市道の改良や舗装修
繕などの計画的な実施
道路維持事業

・老朽化した市道のうち交通量の多い路線
について、職員による点検作業を実施し、
整備方針の検討を行いました。

・老朽化した市道のうち交通量の多い路線
について、路面性状調査などを実施し整備
方針の検討を行います。

C 道路維持課

2-1-4❸2　橋りょう
の計画的な長寿命化対
策の実施　橋りょう維
持事業

・伊勢崎市橋梁長寿命化修繕計画に基づく
５年ごとに行う橋梁の定期点検と、点検結
果を踏まえた補修工事を実施しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

C 土木課

③市で管理する橋梁や道路施設など
の耐震化や長寿命化を図ります

①市町村合併以降、懸案になってい
る各種公共施設の統廃合、適正配
置、効率的な施設運営を行います
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５．医療、福祉の充実

（１）地域医療体制の整備

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

①コロナ対応における保健所の重要
性を考え保健所政令市（将来的には
中核市）を目指します

－ －

・群馬県との意見交換実施及び前橋保健所
の視察を実施しました。
・県や前橋市に情報の提供を受け、庁内の
情報共有を図りました。

・庁内検討委員会を設置し、保健所政令市
５市へのアンケートを行うなど、保健所政
令市移行の是非について協議を行います。

Ｄ
企画調整課
健康づくり課

1-1-2❶1　医療機関
の連携支援
医療機関の連携支援と
情報の周知事業

・２次救急医療を担う輪番制病院に財政支
援を行いました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｂ 健康づくり課

－

市民がいつでも安心して医療が受けられる
ように、積極的な医療に関する情報発信と
地域医療の向上を図りました。
・伊勢崎佐波病院協会における連携
・地域医療従事者を対象にした症例検討
　会の開催
・市民公開講演会の開催
・地域医療機関への積極的訪問活動

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A
市民病院経営企
画部総務課
地域医療連携室

③医師会等と連携し、電子カルテ
等、医療のＩＣＴ化を推進します

1-1-2❶1　医療機関
の連携支援
医療機関の連携支援と
情報の周知事業

・状況把握を予定していましたが、新型コ
ロナウイルス感染症対応を優先し、取組を
見送りました。

・医師会及び歯科医師会を通して、市内医
療機関におけるＩＣＴ化の現状把握を行い
ます。

E 健康づくり課

④ＰＣＲ検査の充実と医療機関との
連携を図ります

1-1-2❶1　医療機関
の連携支援
医療機関の連携支援と
情報の周知事業

・県が医師会に委託している発熱外来兼地
域外来・検査（ＰＣＲ）センターの設置に
協力し、市民のＰＣＲ検査を実施しまし
た。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｂ 健康づくり課

⑤健康管理センターの施設整備を進
めます

1-1-1❶1　健康づく
りの拠点整備
健康づくりの拠点整備
事業

・公共施設あり方検討委員会の意見を受け
て、４箇所の保健施設を新保健センターに
統合する方針として、建設基本計画を作成
しました。
・公募型プロポ―ザルを行い、設計候補者
を選定し、基本設計を実施しました。
・地域関係団体や有識者によるデザイン会
議で協議を行いながら事業を進めました。

・市民の健康づくりや子育て支援の拠点と
なる施設として、安心安全に利用できるよ
う、継続して新保健センターの整備を進め
ます。
・令和４年度は、詳細な設計である実施設
計を行います。
・令和５～６年度に建設工事を行い、令和
７年４月の利用開始を目指します。

D 健康づくり課

（２）高齢者福祉の充実

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

①高齢者の健康を守り、活躍推進を
図るための条例を制定し、老人会等
の支援を進めます

1-2-3❶2　地域活動
や生涯学習への参加促
進
老人クラブ活動費補助
事業

・伊勢崎市老人クラブ活動費補助金を交付
しました。

・引き続き、伊勢崎市老人クラブ活動費補
助金を交付します。
・（仮称）高齢者いきいき活躍条例を令和
４年度に制定予定です。
・老人クラブ活性化計画を令和６年度に策
定予定です。

C 高齢政策課

②市民病院や伊勢崎佐波医師会病
院・専門性をもつ民間病院を含めた
病病連携・病診連携の促進を図りま
す
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

②高齢者による子ども見守り隊の充
実に資する助成を行います

3-1-3❷4　老人クラ
ブによる通学路見守り
活動の支援　防犯活動
推進事業

・下校途中の子どもを狙った犯罪を抑止す
るための通学路見守り活動を行う老人クラ
ブに対して、反射材付き安全ベルト、パト
ロール腕章、防犯帽子の貸与及びボラン
ティア保険への加入を行い支援しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

A 安心安全課

③認知症対策の充実（相談窓口の設
置）を図ります

1-2-3❹1　医師、薬
剤師、ケアマネジャー
などとの協働・連携
認知症総合支援事業

・認知症初期集中支援チームは、認知症の
人や家族に対して集中的な支援を行い、医
療や介護などの必要なサービスにつなげま
した。
・各圏域に配置された認知症地域支援推進
員は、認知症の相談支援を推進しました。
・地域などで認知症の人や家族に対して、
できる範囲の手助けを行う認知症サポー
ターを養成しました。
・認知症ケアパスを作成し配布することに
より、地域包括支援センターや医療機関な
どの相談窓口を周知しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・本人、家族のニーズと認知症サポーター
を中心とした支援をつなぐ仕組み（チーム
オレンジ）を構築します。
・認知症の理解を深めるとともに、相談窓
口、サービスなどの周知を図るため、認知
症ケアパスの活用を進めます。

B
地域包括支援セ
ンター

1-2-3❹2　地域の自
主的な取組への支援
地域包括支援ネット
ワークの構築事業

・介護サービス事業者、医療機関及び民生
委員などとの連携を図り、地域ケア個別会
議を開催しました。
・地域住民とともに地域の生活基盤の体制
整備を行い、高齢者を支える体制づくりを
進めました。

・地域ケア会議の開催、協議体の設置及び
生活支援コーディネーターの配置などによ
り、地域課題の把握や情報を共有するとと
もに、不足している資源の開発を行い、地
域の支え合い体制づくりを更に進めます。

B
地域包括支援セ
ンター

1-2-3❸2　介護保険
サービスの質の向上
地域密着型サービスの
適正化事業

－
・地域密着型サービス事業所の実地指導に
ついては、新型コロナウイルス感染症拡大
の影響によりすべて中止しました。

・令和３年度中止となった地域密着型サー
ビス事業所を優先し、新型コロナウイルス
感染症拡大防止対策に取り組みながら実地
指導を実施します。
・適正なサービス提供を確保する観点か
ら、介護従業者の就業環境が害されること
を防止するため、勤務体制の確保などに重
点をおいた実地指導を行います。

D 指導監査課

⑤地域包括支援センターの充実を図
り実効性のある高齢福祉対策を進め
ます

1-2-3❹1　医師、薬
剤師、ケアマネジャー
などとの協働・連携
地域包括支援センター
運営事業

・地域包括支援センターを地域包括ケアの
拠点として、地域に密着した事業を展開し
ました。
・地域の多職種が参加する自立支援型地域
ケア会議を実施し、自立支援・重度化防止
に資するケアマネジメント支援を行いまし
た。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

B
地域包括支援セ
ンター

（３）障害者福祉の充実

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

①障害のある方々が利用する施設整
備を推進します

1-2-4❷3　交流の場
の充実と交流活動の推
進
障害者センター管理運
営事業

・障害者センターの部屋を貸し出し、障害
者団体の活動を支援しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

Ｃ 障害福祉課

④適正な利用を図るため多様な高齢
者施設の運営事業者との連携を図り
ます
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

②民間事業者との連携により工賃向
上対策を促進します

－
・雇用条件改善に向け、県の方針などの情
報収集に努めました。
・県との協力方法について検討しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

C 障害福祉課

－

・障害者の就労施設の許認可などは県の管
轄のため、障害者の就労施設の誘導につい
ては施設面としてでなく、障害者本人に焦
点を当てて、障害当事者の視点に立った取
組を検討しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

C 障害福祉課

－ － －
・施設誘導に関する相談に協力していきま
す。

Ｅ 都市開発課

④県立障害者リハビリテーションセ
ンターの周辺整備を県と連携して進
めます

－

・県が公募型プロポーザル方式により周辺
地域を活用するとのことで、県の方針など
の情報収集に努めました。
・県との協力方法について検討しました。

・県の周辺整備に関する情報収集に努め、
事業者へ情報提供を行うなどの対応を実施
します。

D 障害福祉課

③中心市街地に障害者の就労施設を
誘導します
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６．歴史、文化、環境の価値

（１）文化活動の推進

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

－ －

・各個別施設計画の進行管理を着実に推進
するため、進捗状況を把握すると共に、公
共施設マネジメント意識向上のため、職員
説明会を行いました。
また、各個別施設計画の進行管理に基づ
き、廃止となる施設の廃止後の有効活用に
ついて検討し、未利用となる土地は、自主
財源の確保のための売り払いを行いまし
た。

・国や県からの最新情報を更新しながら、
令和３年度までの取組を引き続き実施する
とともに、各個別施設計画の進行管理が着
実に実施されるよう、各所管に対し技術的
助言を行っていきます。

A 管財課

－ － －
・施設の有効活用が図れるよう関係各課と
連携していきます。

E 文化観光課

－ －

・旧豊受幼稚園の今後の活用方針について
検討しました。
・緊急避難場所に指定されているため、施
設の維持管理を行いました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・施設の有効活用が推進できるよう関係各
課と連携していきます。

D 教育部総務課

－ －
・仮称羽黒小学校用地においては、スポー
ツ団体や地域住民の皆様に有効に活用して
いただいています。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・施設の有効活用が推進できるよう関係各
課と連携していきます。

Ｂ 教育施設課

－ －

・境島村公民館分館ホール（旧境島小学校
体育館）においても、地域住民や各種団体
の皆様に有効に活用していただいていま
す。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・施設の有効活用が推進できるよう関係各
課と連携していきます。

Ｂ 生涯学習課

－ －

・旧境島小学校校舎を田島弥平旧宅案内所
として田島弥平旧宅及び境島村地区の歴史
的文化的価値の情報発信の拠点として活用
しています。

・今後も来訪者に対し歴史的文化的価値の
理解を深めるため継続して活用します。

Ｃ 文化財保護課

②各種文化活動に対する助成を行い
ます

4-2-1❸1　公共施設
を活用したギャラリー
の設置　芸術文化活動
支援事業

・伊勢崎市文化協会への助成を行いまし
た。
・市内文化団体への支援事業の準備を行い
ました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・文化芸術活動発表等支援事業として、市
内文化団体への事業経費助成を実施しま
す。

Ｂ 文化観光課

（２）伊勢崎の持つ歴史的資源の見直し

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

①歴史文化の拠点、地域の教育資源
として、田島弥平旧宅等の一層の保
全と活用を進めます

4-2-3❷1　史跡田島
弥平旧宅の保存活用と
環境整備　史跡田島弥
平旧宅の世界遺産活用
事業

・史跡田島弥平旧宅整備基本計画に基づき
東門の整備を開始しました。
・桑場整備に向けた学術的な調査を専門部
会を立ち上げ開始しました。
・田島弥平旧宅に残る養蚕道具の整理を開
始しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・史跡周辺の景観改善と併せて史跡内の冠
水軽減を図るため、史跡隣接地の活用を図
ります。

Ｃ 文化財保護課

①遊休施設の有効活用を兼ねて、文
化・芸術と、地域社会との接点とな
る活動拠点を設けます
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

②上野国佐位郡正倉跡の整備を促進
します

4-2-3❷3　史跡上野
国佐位郡正倉跡の保存
活用
史跡上野国佐位郡正倉
跡保存活用事業

・継続して発掘調査などを行い、調査研究
を推進しました。
・史跡内の土地の公有地化を進めました。
・八角形倉庫模型などを活用し、史跡の周
知に努めました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・公有地化した土地の仮整備などについて
検討していきます。
・史跡ボランティア等の養成に努めます。

Ｃ 文化財保護課

5-2-1❷1　職員定員
の適正化と組織機構の
適切な見直し　定員管
理・組織適正化事業

・令和４年度の組織機構改正により、図書
館課に市史編さん係を新設し、１０年間を
予定期間として、新たな市史の編さんに取
り組みます。

－ A 事務管理課

－ －

・人員、組織、予算などについて、他市か
ら情報収集を行いました。
・人員及び予算確保について、関係課と調
整を図りました。

－ Ａ 図書館課

（３）環境問題への取組

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

①ＳＤＧｓ未来都市を目指します －

・地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラット
フォームに入会しました。
・ＳＤＧｓ日本モデル宣言に賛同しまし
た。
・ＳＤＧｓぐんま連絡会議に入会しまし
た。
・ＳＤＧｓカードゲーム研修を受講しまし
た。
・令和４年度総合計画実施計画と１７の
ゴールを紐づけました。

・市広報紙に特集記事を掲載するとともに
市ホームページで啓発を図ります。
・職員のＳＤＧｓカードゲームファシリ
テーター養成と幹部職員対象にＳＤＧｓ
カードゲーム研修を実施します。
・市独自のローカル指標の設定に向けて調
査研究を行います。

D 企画調整課

②地球温暖化防止のための担当部署
を新たに設置します

5-2-1❷1　職員定員
の適正化と組織機構の
適切な見直し　定員管
理・組織適正化事業

－

・地球温暖化防止策、自然環境に係る業務
などを担当するため、令和４年度の機構改
正で環境部を再編し、環境政策課を担当課
として設定しました。

－ A 事務管理課

③新たな市史編纂に向けて担当部署
の設置を検討します
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

③環境のまちづくり条例を制定し、
「環境のまち」日本一を目指します

－ －

以下の事業を実施しました。
・公共施設等に設置してある資源保管庫や
専用回収ボックスを活用した衣類、古紙
類、廃食用油、使用済小型家電、インク
カートリッジ、小型充電式電池の資源物回
収事業
・資源物回収を実施する自治会や各種団体
への奨励金交付制度事業
・生ごみ処理器や枝葉破砕機の購入者への
購入費助成事業
・自治会等が開催する行事などで、営利目
的ではなく飲食を提供する市内の団体を対
象としたリユース食器の無料貸出事業
・事業者から排出される食べ残し等による
食品ロスの削減を図るため、市内の飲食店
や宿泊施設を対象とした食品ロス削減協力
店認定事業
・認定事業者との連携・協力に係る協定に
基づくパソコンの回収事業
・各事業の啓発に加え、市民に対しても、
ごみの減量化と再資源化を周知

・条例制定に向けて、他市の状況調査研究
を行います。
・リサイクル率の向上やゴミの減量化を推
進するため、令和３年度までの取組に加え
以下の事業を行います。
・赤堀地区でのプラ容器包装拠点回収事業
・町内資源回収場所での小型充電式電池な
どの回収事業

D 資源循環課

④環境指導員の活動を支援します

3-2-2❷1　安全で効
率的なごみ収集体制の
継続
資源物の持ち去り禁止
対策事業

－

・環境指導員を対象にアンケート調査を実
施、各区の資源回収活動などの情報収集し
情報提供を行いました。
・市広報紙等での啓発を行いました。
・情報収集及びパトロール調査を行いまし
た。
・持ち去り行為特定者への指導等を行いま
した。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

B 資源循環課

－ －
・関係課と協力体制を構築し、他市町村の
状況を調査研究していきます。

E 環境政策課

－ －

・下水道計画区域内の雨水浸水対策を踏ま
え、主管課と協力体制を構築し、他市の条
例、要綱、補助金制度などの調査研究を進
めていきます。

E 下水道整備課

⑥河川環境と遊水地調節池における
自然環境の創生と保護を推進します

3-2-1❷2　多様な生
態系の維持
水質監視事業

－

・市内のため池や用水などについて、自然
環境保全の観点から、簡易的な水質調査を
実施し調査結果をデータ化して水の見える
化を図っていきます。

C 環境政策課

⑦河川環境・自然環境の保全を担う
「水と緑の課」を新たに設置します

5-2-1❷1　職員定員
の適正化と組織機構の
適切な見直し　定員管
理・組織適正化事業

－

・現在の業務量を勘案し「水と緑の係」と
して環境政策課に設置し、緑化推進業務及
び森林環境譲与税関連業務を所掌すること
としました。

－ A 事務管理課

⑤水循環・雨水利用の条例を制定
し、水環境の整備を推進します
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

⑧緑の県民税・森林環境譲与税の一
層の活用を図ります

－

・緑の県民税について、市広報紙に募集記
事を掲載しました。
・ぐんま緑の県民基金事業を活用し、単独
処理浄化槽から合併処理浄化槽に転換する
住民に対して補助金の交付を県へ要望しま
した。

・引き続き周知やＰＲを行い、参加団体を
増やしていきます。
・森林環境譲与税については、今後継続し
て実施できる事業を調査研究し有効活用し
ていきます。

C
環境政策課
資源循環課

⑨地権者の理解をいただき、峰岸山
の公有林化を目指します

－ －
・公有林化について調査研究していきま
す。

E 環境政策課

⑩貴重な緑である寺社林の樹木管理
を支援します

－
・市内寺社林の調査活動を行っている団体
に、ぐんま緑の県民基金事業により支援を
行いました。

・令和3年度までの取組を引き続き実施し
ます。

C 環境政策課

－ －
・樹木の特徴、管理方法などを研究し、マ
ニュアルやガイドラインの作成について検
討していきます。

E 環境政策課

－
・街路樹育成環境改善方法の検討を行いま
した。

・引き続き街路樹育成環境改善方法の検討
ならびに改善に向けた関係課との協議を行
います。

D 公園緑地課

⑫ごみ減量化を目指した処理方式の
見直しと戸別収拾への取組を行いま
す

3-2-2❶2　積極的な
4Rの推進
ごみ減量化・再資源化
推進事業

・ごみ減量化のための取組について、他自
治体の調査を行いました。

・ごみの分別や削減が進むような取組につ
いて、調査研究します。
・高齢者の戸別収集については、生活支援
体制整備事業における協議体活動により、
地域の実状に応じたごみ出し支援のあり方
を検討します。

D
資源循環課
地域包括支援セ
ンター

⑬先進事例の取組を広め、資源リサ
イクル率の向上を図ります

3-2-2❶2　積極的な
4Rの推進
ごみ減量化・再資源化
推進事業

・町内資源回収奨励金を交付しました。
・集団回収奨励金を交付しました。
・資源保管庫の活用を行いました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・赤堀地区でのプラ容器包装拠点回収事業
を実施します。
・町内資源回収場所での小型充電式電池な
どの回収事業を実施します。

B 資源循環課

3-2-2❶2　積極的な
4Rの推進
ごみ減量化・再資源化
推進事業

・食品ロス削減協力店認定事業を実施しま
した。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

C 資源循環課

－ －

・関係課と連携し、エシカル消費の推進や
食品ロス削減などの啓発イベントを開催し
周知等を行いました。
・若年層への出前講座の中でエシカル消費
や食品ロスの内容を取り入れ実施しまし
た。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・若年層への出前講座の内容を充実させ実
施します。
・一般層への出前講座の内容を充実させ実
施を検討します。

Ｃ 商工労働課

－ －
・伊勢崎商業高校と連携し、規格外野菜を
販売しました。

・伊勢崎商業高校と連携し、規格外野菜の
無人販売を実施します。

B 農政課

⑮リユース食器の活用など、プラス
チックごみの削減を図ります

3-2-2❶2　積極的な
4Rの推進
ごみ減量化・再資源化
推進事業

・リユース食器貸出事業を実施しました。
・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

B 資源循環課

⑭食品ロスゼロに向けた取組を支援
します

⑪街路樹の生育環境を整備します

26



７．市外との連携・交流の促進

（１）地域間競争から地域の共生へ

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

①新幹線駅を持つ隣接の本庄市、熊
谷市や深谷市との連携を図り、移動
手段の利便性を高める

－
・平成２７・２８年度群馬県パーソント
リップ調査結果から、伊勢崎市から本庄駅
への移動が多いことを確認しました。

・伊勢崎駅と本庄駅を結ぶ民間路線の重要
性を認識するとともに、運行業者や本庄市
と連携し、対応を検討します。

Ｃ 交通政策課

②一体的な行政運営が必要な関係に
ある玉村町との更なる連携を図りま
す

5-1-4❸3　課題を共
有した都市との情報交
換と交流・連携　都市
間連携推進事業

・令和３年１１月、前橋・伊勢崎・玉村首
長意見交換会を開催し今後の連携強化につ
いて確認を行いました。

・前橋・伊勢崎・玉村首長意見交換会を継
続実施します。

Ｃ 企画調整課

－
・ごみ処理施設の広域連携について、他自
治体の調査を行いました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

D 資源循環課

－
・ＪＲの新駅の設置は、前橋市が両毛線整
備促進期成同盟会を通じて、ＪＲへ要望し
ています。

・前橋市で新駅設置の事業が開始する場合
には、本市においても積極的に協力を行い
ます。

Ｄ 交通政策課

④赤城南面地域との連携を深め、交
流人口拡大に向けた取り組みを進め
ます

5-1-4❸3　課題を共
有した都市との情報交
換と交流・連携　都市
間連携推進事業

－ － － 企画調整課

－

・東武伊勢崎線沿線自治体外で組織する、
両毛地域東武鉄道沿線活性化協議会におい
て、両毛地域東武鉄道沿線活性化構想の見
直し協議を継続して行いました。

・両毛地域東武鉄道沿線活性化構想に基づ
き官民連携における事業を実施します。

Ｃ 企画調整課

2-1-3❶1　コミュニ
ティバス、路線バス、
鉄道の相互の結節性の
向上　鉄道事業者への
要望活動事業

・令和３年２月１日のあおぞらバスの路線
再編により、鉄道との結節を向上させまし
た。
・東武鉄道整備促進期成同盟会を通じて、
東武鉄道へ利便性向上の要望を行っていま
す。

・今後も期成同盟会を通して、利便性向上
の要望を行います。

Ｃ 交通政策課

⑤地域間の連携に資する東武鉄道の
利便性向上の推進を図ります

③前橋市との広域連携でごみ処理施
設やＪＲ駅の設置を検討します
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８．行政運営

（１）総合計画の施策・事業の評価手法の見直し

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

5-2-1❶1　事務事業
の見直し・効率化　行
政評価事業

－

5-2-2❸1　総合計画
実施計画を踏まえた適
正な進行管理
伊勢崎市総合計画進行
管理事業

5-2-2❸1　総合計画
実施計画を踏まえた適
正な進行管理
伊勢崎市まち・ひと・
しごと創生総合戦略進
行管理事業

（２）行財政改革

マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

5-2-1❶1　事務事業
の見直し・効率化　行
政評価事業

－

5-2-2❸1　総合計画
実施計画を踏まえた適
正な進行管理
伊勢崎市総合計画進行
管理事業

5-2-2❸1　総合計画
実施計画を踏まえた適
正な進行管理
伊勢崎市まち・ひと・
しごと創生総合戦略進
行管理事業

－ －

・伊勢崎市行政改革大綱及び伊勢崎市行政
改革推進計画に基づき、関係課にて取り組
んでいる行政改革の取組状況などを取りま
とめて推進しています。

・引き続き、伊勢崎市行政改革大綱及び伊
勢崎市行政改革推進計画に基づき、関係課
にて取り組んでいる行政改革の取組状況な
どを取りまとめて推進していきます。

B 事務管理課

－ －
・定員管理や行政ニーズなどを踏まえて、
採用計画を策定しました。

・定員管理や行政ニーズに加え、定年延長
者数などを踏まえて、採用計画を策定しま
す。

B 職員課

5-2-1❷1　職員定員
の適正化と組織機構の
適切な見直し　定員管
理・組織適正化事業

－
・各課における業務量調査などを行い、適
正な職員配置となるよう定員管理を行いま
した。

・令和５年度から始まる定年延長制度など
を踏まえ、今後の適正な職員数を検証しま
す。

C 事務管理課

企画調整課C

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・次期総合計画では、まち・ひと・しごと
創生総合戦略の統合を視野に入れ、より効
果的なアウトカム指標を設定できるよう調
査研究を行います。
・次期総合計画に合わせ、行政評価の評価
方法などを最適化できるよう調査研究を行
います。

・第２次伊勢崎市総合計画後期基本計画及
び第２期伊勢崎市まち・ひと・しごと創生
総合戦略に基づき、施策ごとに定めたまち
づくりの指標（成果指標）及び重要業績評
価指標の達成に向け、事業展開してきまし
た。
・事務事業単位で活動指標及び成果指標を
設定、事後評価を実施し改善などを図って
きました。

・事務事業の事後評価を実施しました。庁
内の行政評価委員会を経て行政評価市民委
員会に諮り、事業の見直しなどを行いまし
た。
・第２次伊勢崎市総合計画実施計画ローリ
ングを行い、事業の検証、見直しを行いま
した。
・まち・ひと・しごと創生総合戦略は創生
本部及び創生会議を開催し効果検証を実施
しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・次期総合計画では、まち・ひと・しごと
創生総合戦略の統合を視野に入れ、施策や
事業の検証、見直しなどにより、より効果
的な体系にできるよう調査研究を行いま
す。

C 企画調整課

②職員数の適正化と将来の人口変動
を見越した採用計画を策定します

①施策や事業の評価方法を検討し
「アウトカム指標（成果）」に基づ
いた事業展開を図ります

①施策や事業を検証・見直し・統廃
合します
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

③多重な困窮を抱える家庭に総合的
な支援を行う横断的組織を創設しま
す

5-2-1❷1　職員定員
の適正化と組織機構の
適切な見直し　定員管
理・組織適正化事業

－

・令和４年度の組織機構改正で、社会福祉
課に「総合相談係」を設置し、複合的な問
題に対応する相談窓口とすることとしまし
た。

－ A 事務管理課

④ワンストップで結論が出るまで関
わる総合窓口の設置を検討します

5-2-1❷1　職員定員
の適正化と組織機構の
適切な見直し　定員管
理・組織適正化事業

－ －

・来庁者の利便性向上を目指し、本庁本館
１階の窓口配置について、わかりやすい窓
口実現プロジェクト・チームを設置し、検
討を開始しました。

Ｄ 事務管理課

⑤多様な市民の皆様の声を聴く
「場」を設置します

5-1-1❸4　市民意識
の把握
広報活動の充実事業

・ｉネットモニターを設置し、モニター登
録者を対象に＜広報広聴について＞のアン
ケートを実施しました。
・いせ咲く。Ｉミーティングを開催し、＜
空き家予防について＞をテーマに関係団体
から課題や意見を聞きました。
・メールや手紙で寄せられた市民からの意
見などについて、回答しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・行政課題解決に向け、広聴機能の充実を
図ります。

Ａ 広報課

5-2-1❷1　職員定員
の適正化と組織機構の
適切な見直し　定員管
理・組織適正化事業

－
・令和４年度の組織機構改正で、交通政策
課を環境部から都市計画部に移管し、公共
交通の見直しを行うこととしました。

－ A 事務管理課

－ －
・近隣市にデマンド交通等アンケート調査
を行いました。

・都市計画やまちづくりにおける公共交通
のあり方を検討します。
・県パーソントリップ調査などのデーター
やコミュニティバスあおぞら利用者アン
ケートを行い、公共交通について検証を行
います。

Ｄ 交通政策課

⑦巡回バスの見直しを行い、デマン
ドバス・デマンドタクシーの導入を
検討します

2-1-3❶2　効果的、
効率的なコミュニティ
バスの運行　コミュニ
ティバス運行事業

・近隣市にデマンド交通等アンケート調査
を行いました。

・近隣市などへの現地調査を行います。
・デマンド交通に対するアンケートを実施
します。

Ｄ 交通政策課

⑧職員の皆さんの意識改革と専門性
の確保を図ります

5-2-1❷2　職員の資
質と能力の向上
職員の資質と能力の向
上事業

・階層別研修、特別研修、派遣研修を実施
し、職務・職階に応じた能力の向上と専門
知識の習得を図りました。
・各職場で仕事の割り振りや引継ぎなどの
計画的なジョブローテーションを行い、業
務を俗人化しないようにするため、管理職
に向けて職場マネジメントの研修を実施し
ました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・新たにＳＤＧｓについての理解を深める
ことを目的に、課長職などの管理職を対象
にカードゲームを用いたＳＤＧｓ研修を実
施するため、研修講師を市職員から養成し
ます。

B 職員課

⑨副市長に国家公務員を採用し、中
央との連携を充実させます

－
・議会で副市長選任議案が可決され、令和
４年４月から、元国家公務員が副市長に就
任することとなりました。

－ A 職員課

⑩定年後に経験と知見を生かしても
らうため、退職職員の再就職先の検
討を行います

－

・公益法人等の外部団体の職員採用につい
て、当該団体などから依頼があった場合、
地域社会の発展に貢献するため、豊富な経
験と知見を有する定年退職者などの職員を
推薦してきました。

・公益法人等の外部団体からの依頼に対し
て、豊富な経験と知見を有する定年退職者
などの職員を推薦し、地域社会の発展に貢
献していきます。

B 職員課

⑥公共交通の所管を都市計画部に移
設し、公共交通の見直しを行います
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マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

⑪二元代表制の下、市議会との連携
を強化します

－

・市議会のタブレット端末の導入計画に伴
い、効率的な行政情報の共有、事務の効率
化及び省資源化を検討し、市議会との連携
強化を図りました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。
・市議会のタブレットの導入実施に伴い、
議会事務局と調整して議員の意見を聞きな
がら、効率的な行政情報の共有、事務の効
率化及び省資源化を推進し、市議会との連
携強化を図ります。

Ｄ 総務部総務課

⑫課題解決のための庁内チームを、
外部人材も活用して編成します

5-2-1❷1　職員定員
の適正化と組織機構の
適切な見直し　定員管
理・組織適正化事業

－

・官民連携の促進を目的として、株式会社
官民連携事業研究所と官民連携促進に関す
るパートナーシップ協定書を締結するとと
もに、株式会社Ａｎｏｔｈｅｒ ｗｏｒｋ
ｓとの民間複業人材との協働に関する連携
協定書を締結しました。

・行政へ複業人材を登用する実証実験とし
て、本市の情報発信における課題解決を目
的に「広報・ＰＲアドバイザー」を募集
し、２人のアドバイザーを登用します。

B 事務管理課

⑬厳しい財政の中、ばらまき的な補
助金・助成金の見直しを行います

－

・市が単独で交付している補助金などにつ
いて、補助金等検討委員会の意見書などを
踏まえ、補助金等の見直し基準を活用した
セルフチェックを行いました。
・予算編成に当たり、補助の目的や補助が
必要な期間、補助に対する事業効果を検証
しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施
し、補助金などの適正化に努めます。

Ｂ 財政課

⑭地域活性化等へのクラウドファン
ディングの活用を促進します

－
・クラウドファンディングの事業概要や県
内の実績について調査研究を実施しまし
た。

・クラウドファンディングの活用に適した
事業を選定し、事業所管課と実施に向けて
協議を進めていきます。

D 企画調整課

⑮ふるさと納税の適正かつ積極的な
活用を図ります

－ －

・積極的なＰＲや利用可能なポータルサイ
トの追加といった取り組みを進め、前年度
の約５倍にあたる１億８千万円を超える寄
附を頂きました。
・謝礼品の提供事業者の新規開拓に努め、
令和３年度中に２０社増加しました。

・引き続き積極的なＰＲを進めます。
・クラウドファンディング型などの多様な
寄附メニューについて研究します。
・謝礼品提供事業者の新規開拓をさらに進
めます。
・寄附者向けの寄附金使途報告書作成に向
けて、調査研究を進めます。

A 企画調整課

⑯女性職員の活躍推進と幹部への登
用を進めます

－

・女性職員のキャリア形成意識の醸成とモ
チベーション向上のため、キャリアデザイ
ン研修を実施しました。
・管理職候補の育成のため、自治大学校で
の研修へ女性職員を派遣しました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施し
ます。

B 職員課

－
・ぴったりサービス導入に向けた業務フ
ローの見直しを実施しました。

・令和４年度中にぴったりサービスを利用
したオンライン申請に係る業務処理のデジ
タル化の運用開始を予定しています。

D 事務管理課

5-2-1❶1　事務事業
の見直し・効率化
5-2-1❶2　ＩＣＴ
（情報通信技術）の活
用
ＩＣＴ推進基本方針策
定事業

・休暇申請などの庶務事務を効率化するた
め、内部情報システムを導入しました。
・市民税賦課業務、収納業務の一部で
ＲＰＡを導入しました。
・市民アンケートやイベント申込の一部で
電子申請を導入しました。

・財務会計事務の最適化を図り、次期財務
会計システムの調達を行います。
・令和３年度までの取組であるＲＰＡや電
子申請の活用シーン拡大を行い、デジタル
化による業務の効率化に向けた対応を進め
ます。

C 情報政策課

⑱国庫補助事業の積極的な活用をす
べての部局で推進します

－

・すべての部局において、総合計画実施計
画ローリング及び予算編成方針などにより
共通認識を図り、国庫補助事業の情報収集
に努め、国庫補助金の積極的な活用を行い
ました。

・令和３年度までの取組を引き続き実施
し、国庫補助事業の積極的な活用を推進し
ます。

Ｂ
企画調整課
財政課

⑰業務のデジタル化に向けて早期の
対応を図ります

30



マニフェスト
総合計画実施計画

の関連事業
SDGs関連項目 令和３年度までの主な取組 令和４年度以降の主な取組

実施
状況

担当課

⑲公民館を市長部局に再編し市民の
利便性を向上させます

5-2-1❷1　職員定員
の適正化と組織機構の
適切な見直し　定員管
理・組織適正化事業

－ －

・公民館の業務内容を調査し、各公民館に
おける適正な職員数を検討するとともに、
今後の公民館の機能について検討を開始し
ました。

Ｄ 事務管理課

⑳より良い行政運営を目指し、支所
のあり方を検討します

5-2-1❷1　職員定員
の適正化と組織機構の
適切な見直し　定員管
理・組織適正化事業

－

・令和４年度の組織機構改正で、各支所に
ある税証明センター、経済振興室及び道路
対策室を廃止し、一部業務又は全業務を支
所の２課に移管することにより、縦割りの
組織による弊害をなくし、支所長の指示の
もとで支所運営を行うこととしました。

・支所の機能やあり方について、３支所に
よる検討をスタートします。

B 事務管理課

㉑行政区の役割と行政との関係を考
慮し、適正規模への見直しを検討し
ます

－ －

・すべての行政区を対象として、役員数や
組織体制などの基本的事項、活動の現状と
課題、市に求める支援などを調査項目とし
たアンケートを実施し、区の状況について
把握に努めました。

・「行政区」の状況について引き続き把握
に努めつつ、アンケート結果の分析を行い
ます。また、役割の中で行政区が抱える諸
問題に、行政としてできる支援を行うこと
で、適正規模への見直しに繋げていきま
す。

D 行政課
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